
鉄鋼月報（その１）

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26．1改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

銑鉄 ・ フ ェ ロア ロイ ・ 粗鋼 ・
鋼半製品 ・鍛鋼品 ・鋳鋼品

経済産業省生産動態統計調査

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

 ２－２．製鋼用原材料（フェロアロイ） 単位：ｔ

　　項　　　目

　　　品　　目 Ａ Ｂ

0221

0222

0223

0224

0225

0226

0227

注：製鋼業者のみ記入してください。

フ ェ ロ ク ロ ム

フ ェ ロ バ ナ ジ ウ ム

シ リ コ マ ン ガ ン

フ ェ ロ ニ ッ ケ ル

高 炭 素

低 炭 素

番
　
号

月　末　在　庫

そ の 他 の フ ェ ロ ア ロ イ

フ ェ ロ

マ ン ガ ン

消　　　費

 １－１．製　　　　　　　　　     品 単位：ｔ

　　項　　　目
販　　　　売 そ  の  他

　　品　　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

0111

0112

0113

0114

0115

0116

0117

注１：フェロアロイの「生産」には「純生産」を記入してください。「純生産」とは生産からフェロアロイ用に消費した分を差し引いたものです。

注２：鋼半製品の「生産」には「純生産」を記入してください。「純生産」とは総生産から再圧延してできた鋼半製品の量を差し引いたものです。

普 通 鋼

特 殊 鋼

鍛 鋼 品

（打　　放）

フ

ェ
ロ
ア
ロ
イ
そ の 他 の フ ェ ロ ア ロ イ

フ ェ ロ ニ ッ ケ ル

特 殊 鋼

普 通 鋼

（鋳　　放）

鋳 鋼 品

フ ェ ロ

マ ン ガ ン

シ リ コ マ ン ガ ン

高 炭 素

低 炭 素

普 通 鋼

特 殊 鋼

粗
　
　
鋼

鋼 塊

鋳 鋼 鋳 込

普 通 鋼

特 殊 鋼

普 通 鋼

特 殊 鋼

出　　　　　　　　　荷
月 末 在 庫

銑

鉄

鋼 半 製 品

番
 
号

生　　  　 　産 受　　　　　入 消　　　　　費

製 鋼 用 銑

鋳 物 用 銑

単位：ｔ

　　項　　　目

転 炉 電 気 炉
　　品　　　目 Ａ Ｂ

0121

0122

製 鋼 用 消 費

製 鋼 用 銑

番
 
号

鋳 物 用 銑
銑 鉄

 １－２．銑　鉄　消　費　内　訳
単位：ｔ

　　項　　　目

転 炉 電 気 炉
　　品　　　目 Ａ Ｂ

0131

0132

0133

インゴットケースによるもの

普  通  鋼

 １－３．　粗　鋼　生　産　内　訳

番
　
号

生　　　　　　　　　　産

鋼
 
塊 特殊鋼

連 続 鋳 造に よ る も の

 ２－１．原　　　　　材　　　　　　料 単位：ｔ

　　項　　　目

転 炉 電 気 炉
　　原　材　料　名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

0201

0202

0203

月 末 在 庫製 鋼 用

消　　　　　　　　　　費
番
　
号
購 入 そ の 他

生産又は発生
そ の 他

受　　　　　　　　　　入

銑 く ず

鋼 く ず

（溶解用）

炭 素 鋼 く ず

合 金 鋼 く ず

　（ 備　　考 ）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

A 0 7 1 0 1 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

提 出 先

提出期日

提出部数

翌 月 15 日

1　　　　　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

経 済 産 業 大 臣

SAM
PLE



鉄鋼月報（その２）

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26．1改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

　普通鋼熱間圧延鋼材

               経済産業省生産動態統計調査

         （  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

A 0 7 1 0 2 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

 １．製　　　　　　　　　　　　品 単位：ｔ

　　項　　　目　

販　　　　売 そ  の  他

　　品　　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

鉄 筋 用 0111

そ の 他 用 0112

0113

0114

0115

0116

0117

0118

0119

0120

月 末 在 庫番
　
号

生 産 受 入 消 費

大 形

中 小 形

小 形

鉄 筋 用

そ の 他 用

出　　　　　　　　　荷

鋼 矢 板

形
　
鋼

H 形 鋼

軌 条 (付属品を含む）・ 外 輪

鋼
 
板

厚 板

中 板 ・ 薄 板

低 炭 素

高 炭 素

鋼
　
帯

幅 600mm
以 上

幅 600mm 未 満

冷延電気鋼帯用

そ の 他 用

線
　
　
　
材

バーインコイル

普 通 線 材

特殊線材

管 材

棒
　
　
鋼

大 形

中 形

　（ 備　　考 ）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

提 出 先

提出期日

提出部数

経 済 産 業 大 臣

翌 月 15 日

1　　　　　部

基 幹 統 計
経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

SAM
PLE



鉄鋼月報（その４）

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26. 1改正 　（鉱工業動態統計室）

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

経 済 産 業 省

普通鋼冷間仕上鋼材（線類を除く） ・めっき
鋼材 （線類を除く ） ・ 冷間ロール成型形鋼

経済産業省生産動態統計調査

A 0 7 1 0 4 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

基 幹 統 計
経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

1　部

経済産業局長 翌月 10日 2　部

経済産業大臣 翌月 15日

 １．製　　　　       　　　　　　品 単位：ｔ

　　項　　　目　

販　　　　　売 そ　  の　  他

　　品　　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

出　　　　　　　　　　　荷
月 末 在 庫

磨 帯 鋼 ・ 冷 延 鋼 板

冷 延 広 幅 帯 鋼

番
　
号

生　　　　産 受　　　　入 消　　　　費

簡 易 鋼 矢 板

軽 量 形 鋼

冷間ロール
成 型 形 鋼

め っ き
鋼 材

ブ リ キ

テ ィ ン フ リ ー ス チ ー ル

冷 間 仕 上
鋼 材

亜鉛めっき
鋼 板

溶 融 め っ き

電 気 め っ き

冷 延 電 気 鋼 帯

その他の金属めっき鋼板

 ２－１．めっき鋼材用・冷間ロール成型形鋼用原材料 単位：ｔ

　　項　　　　目

　　品　　　　目

0201

注.めっき・冷間ロール成型形鋼専業事業所のみ記入してください。

 ２－２．冷間ロール成型形鋼用原材料 単位：ｔ

　　項　　　　目

　　品　　　　目

0221

注.冷間ロール成型形鋼専業事業所のみ記入してください。

番
　
号

Ａ Ｂ

亜 鉛 め っ き 鋼 板

消　　　　費 月　末　在　庫

普 通 鋼 冷 間 仕 上 鋼 材
（ 冷 延 電 気 鋼 帯 を 除 く ）

番
　
号

Ａ Ｂ

消　　　　費 月　末　在　庫

 ２－３．普通鋼冷延用・亜鉛めっき鋼板用・冷間ロール成型形鋼用原材料 単位：ｔ

　　項　　　　目

　　品　　　　目

0231

0232

0233

注．冷延・めっき・冷間ロール成型形鋼専業事業所のみ記入してください。

月 末 在 庫

Ｂ

普 通 鋼
熱間圧延
鋼 材

鋼 板

鋼 帯

厚 板

中 板 ・ 薄 板

消　　　　費

Ａ

番
　
号

　（ 備　　考 ）

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

SAM
PLE



　　鉄鋼月報（その５） 特殊鋼圧延鋼材

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26. 1改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

　　　　　　　　経済産業省生産動態統計調査

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

A 0 7 1 0 5 0 2 0

統計調査番号 調査票番号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

 １．製　  　　　品 単位：ｔ

　　項　　目
販　　　売 そ  の  他

　　品　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

計 0107

0108

0109

0110

磨 帯 鋼冷
間
仕
上
鋼
材

冷 延広幅帯鋼

冷 延 鋼 板

形 鋼

月末在庫

線 材

鋼 板

鋼 帯

熱
 
間
 
圧
 
延
 
鋼
 
材

管 材

棒 鋼

番
　
号

生　　　産 消　　　費
出　　　　　　　荷

受　　　入

単位：ｔ

　　項　 　目 消 　　      費

　　品 　　目 Ａ

0201

0202

鋼 板

鋼 帯

熱間圧延鋼材

番
号

２．特殊鋼冷延用原材料消費

　（ 備　　考 ）

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

経済産業大臣 翌月15日 1　部

経済産業局長 翌月10日 2　部

事 業 所 名

（〒　　　-　　　　　）　　電話（　　 　　-　　　　　　-　　　　　　）

（〒　　　-　　　　　）　　

　　　　　　　　　　　　　　電話（　　 　　-　　　　　　-　　　　　　）

本 社 又 は
本 店 所 在 地

作 成 者 の 所 属
部署名及び氏名

事 業 所
所 在 地

報告者 の 氏名

企 業 名

SAM
PLE



　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26．1改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

経済産業省生産動態統計調査

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

鋼　　　　　管　　　鉄鋼月報（その６）

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

経済産業大臣 翌月15日 1　部

経済産業局長 翌月10日 2　部

　（ 備　　考 ）

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 1 0 6 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

 １－１．製　  　　　　     品 単位：ｔ

　　項　　目

販　　　売 そ  の  他

　　品　　目 Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

0101

0102

0103

0104

0105

冷 け ん 鋼 管
（再生引抜鋼管を含む）
冷 け ん 鋼 管
（再生引抜鋼管を含む）

番
 
号

熱 間 鋼 管
（ 溶 接 鋼 管 を 含 む ）

冷 け ん 鋼 管

普

通

鋼

熱 間 鋼 管
（溶鍛接鋼管を含む ）

め っ き 鋼 管

特
 
殊
 
鋼

月 末 在 庫
出　　　　　　　荷

生　　　産 受　　　入 消　　　費

ＢＡ

 １－２．普通鋼熱間鋼管製法別生産内訳 単位：ｔ

　　項　　目

　　品　　目

0121

0122

0123

0124

電 縫 鋼 管

電 弧 溶 接 鋼 管

継 目 無 鋼 管

鍛 接 鋼 管

生　　　　　　　　産

Ａ

番
 
号

 ２－２．鋼管用原材料（冷けん・めっき用） 単位：ｔ

　　品　　目

　注． 専業事業所のみ記入してください。

月　末　在　庫

Ａ

消　　　費

0221

番
 
号

0222
特 殊 鋼 熱 間 鋼 管
（ 溶 接 鋼 管 を 含 む ）

普 通 鋼 熱 間 鋼 管
（ 溶 鍛 接 鋼 管 を 含 む ）

　　項　　目
Ｂ

 ２－１．鋼 管 用 原 材 料 単位：ｔ

　　項　　目

　　原材料名 Ａ

0201

厚 板 0202

中 板 ・ 薄 板 0203

0204

0205

0206

0207

0208

0209

　注． 専業事業所のみ記入してください。

特
 
殊
 
鋼

普

通

鋼

Ｂ

消     　費番
 
号

月 末 在 庫

鋼 板

鋼 帯

管 材

鋼 帯

磨 帯 鋼

亜 鉛 め っ き 鋼 板

管 材

鋼 板

SAM
PLE



　　鉄鋼月報（その７）磨棒鋼・線類・鋳鉄管・鉄鋼加工製品

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26．1改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

経済産業省生産動態統計調査

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　
1　部

経済産業局長 翌月10日 2　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

経済産業大臣 翌月15日

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 1 0 7 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

 １－１．磨棒鋼・線類・鋳鉄管 単位：ｔ

　　項　　目

販　　　　　売 そ　　の　　他

　　品　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

0111

0112

0113

0114鋳 鉄 管

溶 接 棒 心 線

針 金

亜 鉛 め っ き 硬 鋼 線

磨 棒 鋼

めっき
鋼 材

Ｐ Ｃ 鋼 線

普

通

鋼

特

殊

鋼

ピ ア ノ 線

冷
間
仕
上
鋼
材

冷
間
仕
上
鋼
材

ス テ ン レ ス 鋼 線

冷間圧造用炭素鋼線

そ の 他 の 特 殊 鋼 線

月 末 在 庫番
　
号

生　　　　　　産 消 　　　     費
出　　　　　　　　　　　荷

硬 鋼 線

磨 棒 鋼

冷間圧造用炭素鋼線

鉄 線

 １－２．鉄　鋼　加　工　製　品 単位：ｔ

　　項　　目

販　　　　　　売 そ　　の　　他

　　品　　目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

0121

0122

0123

0124

0125

0126

0127

0128

0129

0130

0131

月 末 在 庫

鋼 索

出　　　　　　　　　　荷
生　　　　　　産番

　
号

ド ラ ム 缶

１ ８ リ ッ ト ル 缶

鋼 よ り 線

溶 接 金 網

食 缶

一 般 缶

一 般 金 網 ・ 蛇 か ご

鉄 く ぎ

電 気 溶 接 棒

Ｐ Ｃ 鋼 よ り 線

金 網

 ３．労　 　　 　　　　　　　　　務 単位：人

月末従事者数

Ａ

0301

0302

0303

鉄 鋼 部 門

鉄 鋼 加 工 製 品 部 門

番
 
号

そ の 他 の 部 門

区                      分

 （ 備　   考 ）

SAM
PLE



　　鉄鋼月報（その９） 労務・生産能力

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成２６．１改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

経済産業省生産動態統計調査

（  平  成    26   年　　  　月  分  ）　　

翌月10日 2　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

経済産業大臣 翌月15日 1　部

経済産業局長

A 0 7 1 0 9 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

３．労　　　　　　　　　　　務 単位：人

鉄 鋼 部 門 鉄 鋼 加 工 製 品 部 門 そ の 他 の 部 門

Ａ Ｂ Ｃ

月 末 従 事 者 数 0301

区 分 番 号

４．生　　　産　　　能　　　力 単位：ｔ /月

0402

Ａ

月 間 生 産 能 力
区 分 番      号

銑
　
鉄

高 炉 0401

そ の 他 の 炉

0404

0405熱 間 圧 延 鋼 材

冷 延 広 幅 帯 鋼

粗
　
鋼
電 気 炉

転 炉 0403

0406

 （備    　考） 

SAM
PLE



　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26．1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 12 ）

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

経 済 産 業 省

12 金属加工機械及び鋳造装置 経済産業大臣 翌月15日

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部

2　部

2　部

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 2 1 2 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

　（備　　考）（単位：人）

0301

0302

３．労　　　　　　　　　　　務

区　　　  　   　　分
月 末 従 事 者 数

Ａ

当 該 品 目 群

事 業 所

１．製　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　品

数量（台） 重量（ｔ） 金額（百万円） 数量（台） 重量（ｔ） 金額（百万円） 数量（台） 重量（ｔ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

0102

0103 本 本 本

0104 本 本 本

0105

0107

0108

0109

0110

0111

0112

0113

0114

0115

0116

0117

鍛 造 機 械

数値制御式（液圧プレス内数）

機 械 プ レ ス

100 ｔ 未 満

100 ｔ 以上 500 ｔ 未満

500 ｔ 以 上

鋳 型 機 械

砂 処 理 ・ 製 品 処 理 機 械 及 び 装 置

せ ん 断 機

ダ イ カ ス ト マ シ ン鋳

造

装

置

数 値 制 御 式
（ 機 械 プ レ ス 内 数 ）

圧延機械（本体又は一式のもの）及び同
付属装置（シャーはせん断機に含む）

圧延機械の部品 （ロールを除く）

ベンディングマシン （矯正機を含む）

鍛 鋼 製

ロ
ー

ル

鉄
鋼
用

金

属

加

工

機

械

第

二

次

金

属

加

工

機

械

0101

0106
液 圧 プ レ ス
リ ベ ッ テ ィ ン グ マ シ ン を 含 み 、
プ ラ ス チ ッ ク 加 工 用 の も の を 除 く

鋳 鉄 製 及 び 鋳 鋼 製

ワ イ ヤ ー フ ォ ー ミ ン グ マ シ ン

　　品　　　　目

月　末　在　庫販　　　　　　　　　　　売生　　　　　　　　　　産項　　　　目

金
属
一
次
製
品
製
造
機
械

圧

延

機

械

SAM
PLE



　

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 17 ）

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

経 済 産 業 省

17 ミ シ ン 及 び 繊 維 機 械 経済産業大臣 翌月15日

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部

2　部

2　部

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 2 1 7 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

　（備　　考）

0301

0302

0303

３．労　　　　　  　　　　　　　　務

区　　　  　　　   　　分

事 業 所

当該品目群
ミ シ ン 部 門

繊 維 機 械 部 門

（単位：人）

月末従事者数

Ａ

工 業 用 ミ シ ン 0401

繊 維 機 械 0402

４．生　　　産 　　　能 　　　力

区　　　  　   　　分

（単位：台、百万円）

台

百万円

月間生産能力

Ａ

数量（台） 金額（百万円） 数量（台） 金額（百万円） 数量（台）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

0101

一 本 針 直 線 本 縫
（織物縫用 ・ ニ ッ ト 縫用に限 る ）

ヘ リ 縫
（織物縫用 ・ ニ ッ ト 縫用に限 る ）

そ の 他 の工業用 ミ シン 0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

0111

織 機

染 色 仕 上 機 械

そ の 他 の 繊 維 機 械

0102

0103

月 末 在 庫出　　　　　　　　荷

ミ
　
　
シ
　
　
ン

生　　　　　　　　産

準 備 機 械
（ 糸 巻 機 ・ そ の 他 の 準 備 機 械 ）

１．製　　　　　　 　　　　　　　　　　　　品

工業用ミシン

　　品　　　　目

項　　　　目

家 庭 用 ミ シ ン

繊
　
　
維
　
　
機
　
　
械

化 学 繊 維 機 械

紡 績 機 械

編 組 機 械

SAM
PLE



　
20

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 20 ）

経 済 産 業 省

軸　　　　　　　　　　　　　　　受
（軸受メタル等を含む）

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部

2　部

2　部

経済産業大臣 翌月15日

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 2 2 0 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

（単位：人）

0301

0302事 業 所

３．労　　　　　　　　　務

区　　　　     　分
月末従事者数

Ａ

当 該 品 目 群

（単位：ｔ）

0401

区　　　  　　　分
月間 生 産能 力

Ａ

軸 受

４．生　　産　　能　　力

　（備　　考）

そ の 他

数量（千個） 重量（ｔ） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 　Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ　

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

月末在庫
出　　　　　　　　　　荷

販　　　　　　売
受　　　入

　　品　　　　目

項　　　　目
生　　　　　　　　　　　産

ラ ジ ア ル 玉 軸 受

そ の他の玉軸受

円 筒 こ ろ 軸 受

円 錐 こ ろ 軸 受

針 状 こ ろ 軸 受

その他のころ軸受

球 面 こ ろ 軸 受

軸 受 ユ ニ ッ ト

１．製　　　　　　　　　　品

軸
　
　
　
　
　
　
受

軸 受 メ タ ル

ブ ッ シ ュ

玉

軸

受

（
軸
受
ユ
ニ
ッ
ト
用
を
除
く

）

こ
　
　
ろ
　
　
軸
　
　
受

を
除
く
 
　
 
 
　
軸

受
ユ
ニ

ッ
ト
用

SAM
PLE



（別紙２２）

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成２３．１改正 　（鉱工業動態統計室）経 済 産 業 省

23 金 型

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 23 ）

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

)
基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部

2　部

経済産業局長 翌月10日

都道府県知事 翌月10日

A 0 7 2 2 3 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地
  （〒　　   －　 　　 　）     

数量（組） 重量（ｋｇ） 金額（千円）

Ａ Ｂ Ｃ

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

鋳 造 用 金 型

ガ ラ ス 用 金 型

粉 末 や 金 用 金 型

ダ イ カ ス ト 用 金 型

プ レ ス 用 金 型

１－１．製　　　　 品

　品　　　目

項　　　目 生　　　　　　　　　 　　　　産

ゴ ム 用 金 型

鍛 造 用 金 型

プラスチック用金型

数量（組） 金額（千円）

Ａ Ｂ

010９

0110

0111

0112

0113

0114

0115

0116

注．

ダ イ カ ス ト 用 金型

プラスチック用金型

　品　　　目

プ レ ス 用 金 型

鍛 造 用 金 型

１－２．生 産 内 訳
自　家　使　用　分

鋳 造 用 金 型

項　　　目

ゴ ム 用 金 型

粉 末 や 金 用 金 型

「1-2．生産内訳」欄の「自家使用分」とは、あなたの工場で実際に生産した製
品のうち、あなたの工場又は企業内の他の工場で実際に使用するものをい
い、生産の内数として記入してください。

ガ ラ ス 用 金 型

（単位：人）

0301

0302事 業 所

当 該 品 目 群

３．労　　　　　　務

区　　　　   　分
月末従事者数

Ａ

　（備　　考）

SAM
PLE



　 28

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計 調 査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 28 ）

経 済 産 業 省

回　　転　　電　　気　　機　　械
（航空機用のものを除く）

（  平  成        年　 　　  　月  分  ） 都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部

2　部

A 0 7 2 2 8 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

受　　入 月 末 在 庫

数　量（台） 容　　　　量 金額（百万円） 数　量（台） 数　量（台） 容　　　　量 金額（百万円） 数　量（台）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H

0101 kW

0102 kVA

0103 kVA

3kVA 以 下 0104 kVA

3kVAをこえ10kVA以下 0105 kVA

10kVAをこえ200kVA以下 0106 kVA

200kVA を こ え る も の 0107 kVA

0108 kVA

0109 kW kW

0110 kW kW

11kW 以 下 0111 kW

11kW を こ え 37kW 以下 0112 kW

37kW を こ え 75kW 以下 0113 kW

75kW を こ え 1000kW 以下 0114 kW

1000kW を こ え る も の 0115 kW

自 動 車 用 0116 kW

そ の 他 0117 kW

0118 kW

0119

0120

0121

0122

0123

0124

0125

0126

0127

0128

0129

0130

0131

注：

その他の交流電動機（70W以上）

小
形
電
動
機

（
　
W
未
満

）

小 形 直 流 電 動 機

小 形 交 流 電 動 機

電 気 ホ イ ス ト

電 気 ブ ロ ワ

そ の 他 の 小 形 電 動 機

電 気 ド リ ル

電

動

機

一

体

機

器

電 池 式 ド リ ル 及 び ド ラ イ バ

電 気 の こ ぎ り

そ の 他 の 電 動 工 具

電
　
動
　
工
　
具

あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めないでください。

サ ー ボ モ ー タ

ス テ ッ ピ ン グ モ ー タ

販　　　　　　　　　　　　　　　売

一 般 用 ガ ス タ ー ビ ン 発 電 機

直 流 機 （ 一 般 用 ・ 車 両 用 ）

一 般 用 蒸 気 タ ー ビ ン 発 電 機

電 気 グ ラ イ ン ダ

超小形電動機（入力3W以下のもの）

水 車 及 び そ の 他 の 交 流 発 電 機

単相誘導電動機（非標準は70W以上）

電
　
　
　
　
　
　
　
動
　
　
　
　
　
　
　
機

PMモータ
（70W以上）

交
　
流
　
電
　
動
　
機

１．製　　　　         　　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目 生　　　　　　　　　　　　　　産

一般用エンジン
発 電 機

非 標 準 三
相 誘 導 電
動 機
（70W以上）

交
　
流
　
発
　
電
　
機

標 準 三 相 誘 導 電 動 機

（単位：人）

0301

0302事 業 所

当 該 品 目 群

３．労  　　　　　　　　務

区　　　  　　 　分
月 末 従 事 者 数

Ａ

0401

0402

0403電 動 工 具 台

標 準 三 相 誘 導 電 動 機 kW

非標準三相誘導電動機
（ 11kW 以 下 ）

kW

４．生　　産　　能　　力

区　　　　 　　 　分
月 間 生 産 能 力

Ａ

　（備　　考）

SAM
PLE



　 29

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計 調 査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 29 ）

経 済 産 業 省

静　止　電　気　機　械　器　具
（航空機用のものを除く）

（  平  成  　      年　 　　  　月  分  ）

１－１．製　　　       　 　　　　　　　　　品

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

2,000kVA以下 0108

2,001kVA以上 0109

0110

0111

0112

0113 式

0114 式

0115 式

0116 式

0117

0118 式

0119

0120

0121

0122

0123 基 ｋW

0124

0125

0126

注１　 あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めないでください。

注2　非標準変圧器10万kVA以上（0107）の生産（完成品）がある場合は、「1-2.生産内訳及び月間進ちょく量」欄の 0131 及び 0132 にその内訳を記入してください。

電 力 会 社 向 以 外

特 殊 用 途 変 圧 器

標   準
変圧器

ｋVA

電 力 会 社 向

10,000kVA 以 上
100,000kVA 未 満

100,000kVA 以 上

はん（汎）用インバータ

特別高圧・高圧電力用

抵 抗 溶 接 機

電 気 炉

標準自動アーク溶接機

その他のアーク溶接機

電
気
溶
接
機

ア ー ク 溶 接 機

系統用・一般負荷用電
力 変 換 装 置

　品　　　目

項　　　目   

ｋVA

ｋVA

避 雷 装 置

数量（台） 容　　量

販　　　　　　　　　　　　売

Ｅ Ｆ

ｋVA

ｋVA

ｋVA

ｋVA

ｋVA

ｋVA

月末在庫

H

ｋVA

金額（百万円） 数量（台）

Ｇ

ｋVA

ｋVA

生　　　　　　　　　　　　産

Ａ Ｂ Ｃ

数量（台） 容　　量 金額（百万円）

モールド
変 圧 器

電

力

変

換

装

置

イ ン
バ ー タ

変
圧
器

（
電
子
機
器
に
組
込
ま
れ
る
も
の
を
除
く

）

油入り
変圧器

モ ー ル ド 変 圧 器

2,000kVA 以 下

2,001kVA 以 上
10,000kVA 未 満

乾 式
変 圧 器

その他の電動機駆動用変換装置

低圧電力用 ・ 機 器用

電動機
駆動用
変換装
置

サ ー ボ ア ン プ

ｋVAその他の乾式変圧器

コ ン デ ン サ

非標準
変圧器

ｋVA

油
入
り
変
圧
器

受　　入

数量（台）

Ｄ

リ ア ク ト ル

（電子機器用のものを除く）

計 器 用 変 成 器

無 停 電 電 源 装 置

系統用・その他の一般負荷用
電 力 変 換 装 置

そ の 他 の イ ン バ ー タ

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

2　部

2　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

A 0 7 2 2 9 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

　（備　　考）

１－２．生産内訳及び月間進ちょく量

項　　目　

　品　　目 ＢＡ

の進ちょく量の合計

生　　　　　　産

容量(kVA)

非
標
準
変
圧
器

0132

50万ｋVA以上の製品

台　数

0131

50 万 kVA 以 上

0133

10 万 kVA 以 上
50 万 kVA 未 満

（単位：人）

事 業 所

当 該 品 目 群 0301

0302

３．労    　　　　   務

区　　　　　　　分
月末従事者数

Ａ

（単位：ｋVA)

非 標 準 変 圧 器
(2,000KVA 以 下 )

区　　　　　　　分

0402

Ａ

４．生   産   能   力

月間生産能力

標 準 変 圧 器 0401

SAM
PLE



　

　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計 調 査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 31 ）

31 民 生 用 電 気 機 械 器 具

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

経 済 産 業 省

Ａ 0 7 2 3 1 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

（単位：人）

0301

0302

３．労　　　　　　　　　　　　務

区　　　　  　　 　　　　分
月 末 従 事 者 数

Ａ

事 業 所

当 該 品 目 群

（単位：台）

0401

0402

0403

0404

0405

0406

0407

0408

電 気 温 水 器

自然冷媒ヒートポンプ式給湯機

電 気 掃 除 機

食 器 洗 い 乾 燥 機

ク ッ キ ン グ ヒ ー タ ー

電 子 レ ン ジ

電 気 洗 濯 機

電 気 冷 蔵 庫

４．生　　　産　　　能　　　力

区　　　　  　　 　　　　分
月 間 生 産 能 力

Ａ

　（備　　考）

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

2　部

2　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部経済産業大臣 翌月15日

国　　　内 国　　　外 そ　の　他

数　量（台） 金額（百万円） 数　量（台） 数　量（台） 数　量（台） 金額（百万円） 数　量（台） 数　量（台）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

0110

0111

0112

0113

0114 個 個 個 個 個 個 

0115

注：

電 気 マ ッ サ ー ジ 器 具

電 気 掃 除 機

温 水 洗 浄 便 座

ク ッ キ ン グ ヒ ー タ ー

換 気 扇

出　　　　　　　　　　　　　　　　荷

電 気 が ま

ジ ャ ー ポ ッ ト

食 器 洗 い 乾 燥 機

販　　　　　　　　　売
月 末 在 庫生　　　　　　　　　産

１．製　　　　　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目

電 子 レ ン ジ

あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めず、受入れに計上してください。

家 庭 用 電 気 井 戸 ポ ン プ

電 気 か み そ り

電 気 温 水 器

自然冷媒ヒー トポンプ式給湯機

電 気 冷 蔵 庫

受　　　　　　　　入

電 気 洗 濯 機

SAM
PLE



　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 32 ）

経 済 産 業 省

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

32 電球、配線及び電気照明器具

（単位：千個）

0401

0402

４．生 　　産 　　能 　　力

区　　　　  　　 　分
月 間 生 産 能 力

Ａ

蛍 光 ラ ン プ

Ｈ Ｉ Ｄ ラ ン プ

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

2　部

2　部

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部経済産業大臣 翌月15日

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 2 3 2 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

そ　の　他

数量（千個） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

0101

0102

0103

直 管 形 の 20 W 0104

直 管 形 の 40 W 0105

環 形 0106

そ の 他 の 蛍 光 ラ ン プ 0107

0108

0109

0110

0111

0112

0113

直 管 を 使 用 す る も の 0114

環 形 管 を使 用 する も の 0115

0116

0117

0118

注：

H I D ラ ン プ

そ の 他 の 放 電 ラ ン プ

蛍 光 灯
器 具

そ の 他 の 白 熱 電 球

自 動 車 用 電 球

配
線
器
具

接 続 器 （ 自 己 消 費 を 除 く ）

その他の配線器具（自己消費を除く）

ハ ロ ゲ ン 電 球

電
　
気
　
照
　
明
　
器
　
具

高 圧 放 電 灯 器 具

自動車用器具（二輪自動車用を含む）

あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めず、受入れに計上してください。

放
電
灯
器
具

受　　　入
販　　　　　　　　売

月 末 在 庫
出　　　　　　　　　　　　　　　荷

生　　　　　　　　産

蛍 光
ランプ

L E D ラ ン プ

白
　
熱
　
電
　
球

白 熱 灯 器 具

L E D 器 具 （ 自 動 車 用 を 除 く ）

１．製　　　　　　　　　　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目

放
　
電
　
ラ
　
ン
　
プ

電
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
球

（単位：人）

0301

0302

月　末　従　事　者　数

Ａ

事 業 所

当 該 品 目 群

３．労　　　　　　　　　　務

区　　　  　　 　分

　（備　考）

SAM
PLE



　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 33 ）

経 済 産 業 省

（  平  成        年　 　　  　月  分  ）

33 通信機械器具及び無線応用装置

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部経済産業大臣 翌月15日

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

2　部

2　部

A 0 7 2 3 3 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

その他

数　　　量 金額（百万円） 数　　　量 数　　　量 金額（百万円） 数　　　量 数　　　量

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

0101 台 台 台 台 台

0102 台 台 台 台 台

0103 式 式 式 式 式

0104 台 台 台 台 台

0105

0106

0107

0108 台

0109

0110 台

0111 台

携 帯 電 話 0112 台 台 台 台 台

公衆用PHS端末 0113 台 台 台 台 台

その他の陸上移
動 通 信 装 置

0114 台 台 台 台 台

0115 台

0116 台

0117 台

0118 台

0119 台

0120 台

0121

0122 台

出　　　　　　　　　　　　　　荷
月末在庫生　　　　　　　　産

ボ タ ン 電 話 装 置

イ ン タ ー ホ ン

受　　　入

１．製　　　　 　　　  　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目

電 話 機

交
 
換
 
機

固 定 通 信 装 置
（ 衛 星 ・ 地 上 系 ）

そ の 他 の 搬 送 装 置 ・ 付 属 装 置
（ 変 復 調 装 置 を 含 む ）

そ の 他 の 交 換 機 ・ 付 属 装 置

テ レ メー タ ・ テ レ コ ン ト ロー ル

移
動
局
通
信
装
置

陸
上
移
動
通
信
装
置

搬
送
装
置

フ ァ ク シ ミ リ

構 内 用

電話応
用装置

デ ジ タ ル 伝 送 装 置

無
線
応
用
装
置
そ の 他 の 無 線 応 用 装 置

販　　　　　　　　売

電 子
交 換 機

放 送 装 置

局 用

移

動

通

信

装

置

ネ ッ ト ワ ー ク 接 続 機 器

無
線
通
信
機
器

（
衛
星
通
信
装
置
を
含
む

）

無

線

通

信

装

置

海 上 ・ 航 空 移 動
通 信 装 置

基 地 局 通 信 装 置

無 線 位 置 測 定 装 置

そ の 他 の 無 線 通 信 装 置

レ ー ダ 装 置

（単位：人）

0301

0302

３．労　　　　　　　　　務

区　　　  　　 　分
月　末　従　事　者　数

Ａ

事 業 所

当 該 品 目 群

0401

0402

0403

0404

４．生　　産　　能　　力

区　　　　  　　 　分
月 間 生 産 能 力

Ａ

電 話 機 台

電 子 交 換 機 百万円

搬 送 装 置 百万円

ボ タ ン 電 話 装 置 百万円

　（備　　考）

SAM
PLE



　

（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

平成26.1改正 　（鉱工業動態統計室）

経済産業省生産動態統計調査

機 械 器 具 月 報 （ そ の 34 ）

経 済 産 業 省

（  平  成      年　 　　  　月  分  ）

34 民 生 用 電 子 機 械 器 具

その他

数量（台） 金額（百万円） 数量（台） 数量（台） 金額（百万円） 数量（台） 数量（台）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

４ ０ 型 以 上 0101

４ ０ 型 未 満 0102

0103

一 眼 レ フ タ イ プ
（ レ ン ズ 交 換 式 ）

0104

コ ン パ ク ト タ イ プ 0105

0106

0107

0108

カ ー オ ー デ ィ オ

受　　　入
販　　　　　　　　売

月末在庫生　　　　　　　　産

ビ デ オ カ メ ラ （ 放 送 用 を 除 く ）

注． あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めず、受入れに計上してください。

カ ー ナ ビ ゲ ー シ ョ ン シ ス テ ム

補 聴 器

出　　　　　　　　　　　　　　　荷

デジタルカメラ

１．製　　　　　　　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目

薄 型 テ レ ビ

基 幹 統 計

経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

提　　出　　先 提出期日 提出部数

2　部経済産業大臣 翌月15日

都道府県知事 翌月10日

経済産業局長 翌月10日

2　部

2　部

A 0 7 2 3 4 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

（単位：人）

0301

0302

当 該 品 目 群

３．労　　　　　　　　　務

区　　　  　　 　分
月末従事者数

Ａ

事 業 所

　（備　　考）（単位：台）

0401

0402

0403

0404

４．生　　産　　能　　力

区　　　　  　　 　分

薄 型 テ レ ビ

ビ デ オ カ メ ラ
（ 放 送 用 を 除 く ）

月間生産能力

Ａ

デ ジ タ ル カ メ ラ

カーナビゲーションシステム

SAM
PLE



（平成　　　　年　　　　月　　　　日作成）

  平成26. １改正

36 電子管、半導体素子及び集積回路

経済産業省生産動態統計調査

（  平  成      年　 　　  　月  分  ）　　

機 械 器 具 月 報 （ そ の 36 ）

経 済 産 業 省 　（鉱工業動態統計室）

　（備　　考）

提　　出　　先 提出期日 提出部数
経済産業大臣 翌月15日 2  部
経済産業局長 翌月10日 2  部
都道府県知事 翌月10日 2  部

基 幹 統 計
経 済 産 業 省 生 産 動 態 統 計

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

　（〒  　  － 　  　　　） 　　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

報 告 者 の 氏 名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

　 　　　　　　　　　　　　　  　（電話 　　　　－ 　  　　　　－    　　　　　）

事 業 所 名 事 業 所 所 在 地

  （〒　　   －　 　　 　）     

A 0 7 2 3 6 0 2 0

統計調査番号 調 査 票 番 号 年　  　  月分
事 業 所 番 号

都道府県 整 理 番 号

そ　の　他

数量（千個） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個） 数量（千個） 金額（百万円） 数量（千個） 数量（千個）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

0101 本

0102 本

0103 本

0104 本

0105

0106

1 W 未 満 0107

1 W 以 上 0108

0109

0110

0111

0112

0113

0114

0115

0116

0117

0118

0119

0120

0121

0122

0123

0124

0125

0126

0127

0128

0129

0130

0131

0132

0133

0134

0135

0136

0137

0138

0139

0140

0141

0142 kW kW kW kW kW kW

注：

電
 
子
 
管

マ イ ク ロ 波 管

表 示 管

Ｘ 線 管

そ の 他 の 電 子 管

受　　　　入
販　　　　　　　　　　売

月 末 在 庫生　　　　　　　　　　産 消　　　　費
出　　　　　　　　　　　　　　　　　荷

バ リ ス タ

シ リ コ ン ダ イ オ ー ド

整 流 素 子 （ 100 ｍ A 以 上 ）

あなたの企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた場合は、生産には含めず、受入れに計上してください。

Ｍ Ｃ Ｕ

標 準 ロ ジ ッ ク

セ ミ カ ス タ ム

半
　
　
導
　
　
体
　
　
素
　
　
子

サ ー ミ ス タ

サ イ リ ス タ

混 成 集 積 回 路

ロ ジ ッ ク

メ モ リ

 １－１．製　　　　　　　　　　　　　　　　　品

　　品　　　　目

項　　　　目

7.7 型 以 上

そ の 他 の 半 導 体 素 子

ト ランジ スタ

シ リ コ ン ト
ラ ン ジ ス タ

電 界 効 果 型 ト ラ ン ジ ス タ

Ｉ Ｇ Ｂ Ｔ

光 電 変 換
素 子

集
　
　
　
　
積
　
　
　
　
回
　
　
　
　
路

液
晶
素
子

半
　
導
　
体
　
集
　
積
　
回
　
路

線
形
回
路

計
　
　
数
　
　
回
　
　
路

標 準 線 形 回 路

そ の 他 メ モ リ

Ｃ Ｃ Ｄ

そ の 他 モ ス 型

発 光 ダ イ オ ー ド

レ ー ザ ダ イ オ ー ド

カ プ ラ ・ イ ン タ ラ プ タ

太 陽 電 池 セ ル

そ の 他 の 光 電 変 換 素 子

モ
　
　
　
ス
　
　
　
型

マ イ ク ロ
コンピュータ

Ｄ Ｒ Ａ Ｍ

Ｓ Ｒ Ａ Ｍ

フ ラ ッ シ ュ メ モ リ

そ の 他 の
モ ス 型

そ の 他 ロ ジ ッ ク

太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル

4.5 型 未 満

4.5 型 以 上 7.7 型 未 満

液 晶 モ ジ ュ ー ル

液 晶 パ ネ ル

アクティブ型

パ ッ シ ブ 型

非標準線形回路
産 業 用 機 器 向

民 生 用 機 器 向

ディスプレイドライバ

バ イ ポ ー ラ 型

Ｍ Ｐ Ｕ

（単位：人）

0301

0302事 業 所

当 該 品 目 群

３．労　　　　　　務

区　　 　　　 　分
月末従事者数

Ａ

0401

0402

0403

0404

0405

0406

注：1．

2．

本欄のうち半導体集積回路用ウエハ（バイポーラ型及びモス型）については企業が
対象となりますので、事業所での記入の必要はありません。

能力に変動があった場合は、その要因を備考欄に記入してください。

バ イ ポ ー ラ 型
（5インチウエハ換算）

モ ス 型
（6インチウエハ換算）

ア ク テ ィ ブ 型

パ ッ シ ブ 型

千枚

千枚

千㎡

千㎡

月間処理枚数・面積

Ｂ

千枚

千枚
回
路
用
ウ
エ
ハ

半

導

体

集

積

ト ラ ン ジ ス タ 千個

太 陽 電 池 セ ル 千個

４．生　　産　　能　　力

区　　　　  　　 　分
月間生産・処理能力

Ａ

千㎡

千㎡

液
晶
素
子

SAM
PLE




